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はじめに 
 
環境保全目的の管理会計が環境管理会計

（environmental management  accounting）で

あり、その主体をなす貨幣的環境管理会計では、

いかなる管理手法を活用すべきであろうか。貨

幣的管理手法としては、まず環境設備投資につ

いて資本予算管理を論述した後、環境コストマ

ネジメントとして、環境品質原価計算、環境原

価企画および環境ライフサイクルコスティング

の３手法をとりあげる。最後に、マテリアルフ

ロー管理の一環としてマテリアルフローコスト

会計、特にＡＢＣによる手法を論及する。 

 

Ⅰ 環境保全のための設備投資管理 

 

 環境保全のための設備投資を環境設備投資

（ environmental capital investments ）と称

する。環境設備投資は、一般の設備投資と目的

や本質が相違するので、まず、環境設備投資の

意義・特質を解明し、その分類・種類を記述す

る。次いで、環境設備投資を管理目的から環境

規制投資と環境任意投資に大別し、各別に資本

予算による設備投資管理の方式を詳述する。 

 

 

１．戦略投資としての環境設備投資の

特質 

 

（１）環境設備投資の意義と分類 

 環境保全目的の戦略的設備投資が環境設備投

資であるが、環境設備投資が対象とする戦略的

設備投資および環境保全は、果たしていかなる

特色を有しているであろうか。 

① 戦略的設備投資の意義 

そもそも、事業活動に使用する固定資産（建

物・構築物・機械装置・土地等）に対する投資

（取得・改良・維持等）が設備投資であり、投

資目的を基準にすると、戦術的設備投資と戦略

的設備投資に大別することができる（図表１の

上部左半分を参照）。 

ａ 戦術的設備投資・・・前者の戦術的設備投

資は、収益増大を目的とする設備投資で、次

の３種類がある。 

・ 原価削減のための設備取替投資（類似設

備の取替投資と、陳腐化設備の取替投資） 

・ 利益増大のための設備拡大投資（新設設

備の拡大投資と、増設設備の拡大投資）
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図表１ 環境設備投資とその予算管理 
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・ 特定製品のための研究開発投資（新製品

開発投資と、現製品改良投資） 

ｂ 戦略的設備投資・・・後者の戦略的設備

投資は、社会的責任を遂行するための投資

で、次の３種類がある。 

・ 危険防止投資（災害防止施設、安全施設、

リスク管理施設等の設置） 

・ 福利厚生投資（社宅、運動場、保養地等

等の建設） 

・ 環境設備投資（環境保全のための戦略的

設備投資） 

環境保全時代に特に重視されるのが、上記 

 

の環境設備投資である。 

② 環境保全の定義 

環境設備投資が目的とする環境保全とは、環

境負荷を低減することを意味する。 

ａ 環境負荷・・・『環境基本法』によれば、環

境負荷（ environmental impacts ）とは、「人

の活動により環境に加えられる影響であって、

環境保全上の支障の原因となるおそれのある

もの」をいう（１）。 

ｂ 環境負荷の低減・・・環境負荷の低減とは、

「環境負荷の発生の防止・抑制または回避、

影響の除去、発生した被害の回復またはこれ
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らに資する取組み」を指す（２）。 

 このため、「人による環境影響のうち環境支障

の原因となるものが環境負荷であり、その発生

を防止・抑制または回避するか、発生した環境

負荷の影響を除去するか、環境負荷により発生

した被害を回復する取り組みが、環境保全であ

る」と再定義することができる。 

③ 狭義と広義の環境設備投資 

このような環境設備投資には、狭義と広義の

２種類の設備投資がある。 

ａ 狭義の環境設備投資・・・設備の末端に付

加する設備・施設等のエンドオブパイプに係

る環境設備投資 

ｂ 広義の環境設備投資・・・上記のほか環境

負荷を低減する取り組みであるクリーナープ

ロダクションを包括した環境設備投資 

 環境省の『環境会計ガイドライン 2005 年版』

は、環境保全目的で行われた取り組みであれば、

エンドオブパイプでの取り組みだけでなく、環

境負荷を低減する取り組みであるクリーナープ

ロダクションに係るものも含むとして（３）、広義

の概念を採用している。 

 

（２）事業活動別の環境設備投資 

 『環境会計ガイドライン』は、外部公開の観

点から環境コストを事業活動別に分類している

ので（４）、環境コストに対応させて環境設備投資

を分類すれば、以下のように広義の環境設備投

資を分類することができる（図表１の上部右半

分を参照）。 

① 事業エリア内の環境設備投資 

主たる事業活動により事業エリア内で生じる

環境負荷を抑制するための設備投資で、次のも

のがある。 

ａ 公害防止投資・・・環境保全上の支障のう

ち、事業活動その他の人の活動に伴い相当範

囲に亘って生ずるものを防止するための設備

投資で、大気汚染防止・水質汚濁防止または

土壌汚染防止のための投資、騒音防止・震動

防止または悪臭防止のための設備投資、地盤

沈下防止のための設備投資等がある。 

ｂ 地球環境保全投資・・・地球環境を保全す

るための設備投資で、地球温暖化防止・その

他公害防止のための設備投資で、省エネルギ

ーのための設備投資、オゾン層破壊防止のた

めの設備投資等がある。 

ｃ 資源循環投資・・・持続可能な資源循環に

取り組むため、資源を効率的に利用する設備

投資で、産業廃棄物または一般廃棄物のリサ

イクル等のための設備投資、産業廃棄物また

は一般廃棄物の処理・処分のための設備投資

等がある。 

② 上・下流の環境設備投資 

主たる事業活動に伴って事業エリアの上流ま

たは下流で生じる環境負荷を直接的に抑制する

ための設備投資で、購入活動投資、物流活動投

資、販売活動投資等がる。 

③ その他の環境設備投資 

環境負荷を間接的に抑制するための設備投資

で、管理活動投資、研究開発投資、社会活動投

資等がある。 

 

（３）規制有無別の環境設備投資 

環境規制の有無を基準にすると広義の環境設

備投資は、次のように再分類することができる

（図表１の下部左半分を参照）。 

① 環境規制投資 

環境規制のため設置が義務づけられている設

備投資で、規制の内容により、法的規制投資と

自主規制投資に大別される。 

ａ 法的規制投資・・・環境基本法、水質汚濁

防止法、土壌汚染対策法、悪臭防止法、騒音規
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制法、振動規制法等の規制法規により設置が強

制されている環境設備投資 

ｂ 自主規制投資・・・環境国際規格のＩＳＯ

14001 の認証取得に当たり、企業が自主的に表

明した環境方針を実現するために設置する環

境設備投資 

② 環境任意投資・・・法規や自主規制による

制約はなく企業が任意（経済的・社会的）に設

置することが有利と判断した環境設備投資 

 

２．資本予算による環境設備投資の管

理 

 

環境設備投資の最も効果的な貨幣的管理手法

は、資本予算（ capital budget ）である。資

本予算は、資本的支出を対象とした企業予算で、

経常的な損益や収支を対象にした経常予算とは

本質を異にする。資本予算により環境設備投資

を管理するに当たって、環境設備投資予算を編

成し、予算どおりに実施し、予算の実施後は予

算と実績の差異が分析される。その焦点は、提

案された設備投資案を合法性または経済性に基

いて、いかに評価し採否を決定するかにある。 

 

（１）目標達成法による環境規制投資の管理 

 環境規制投資では、環境設備投資の経済性よ

り合法性が優先される。環境規制投資のうち法

的規制投資については、規制法規の遵守（コン

プライアンス）が絶対視され、環境設備投資を

回避すれば罰則ないし罰金を受けざるをえない。

また自主規制投資では、環境方針として確約（コ

ミットメント）した設備投資を回避ないし延期

すれば、ＩＳＯによる認証継続等に重大な支障

が生じる。それ故、規制条件を満たすための環

境設備投資を実施することが前提となる。 

このような環境規制投資は、目標達成法によ

り評価することが望まれる。目標達成法は達成

目標水準を定めて評価する方法で、第１次的に

は合法性により評価し、法規やＩＳＯ規格を遵

守することが絶対視される。第２次的には合法

性基準を満たした投資案について、年間の平均

投資費用が最小のものが選出される。 

 

（２）利益還元法による環境任意投資の管理 

環境規制投資とは異なり環境任意投資につい

ては、環境法規による規制や自主規制は存しな

いので、専ら経済性を基準にして投資案の優先

順位が付され、予算枠に基づき採否が判定され

る。このような環境任意投資は、利益還元法に

より経済性を評価することが望まれる。利益還 

元法は、公害防止投資等が利益に与える波及効

果を利益に還元して評価する方式で、産業構造

審議会の『企業財務政策』を準用すれば（4）、次

のように実施される。 

① 公害防止投資をしない時 

公害防止投資をしない場合には、操業を停止

したり、操業時間を短縮しなければならなくな

るので、この時の売上高と利益額とを予測する。

また原材料の交換や、防止のための薬品の添加

が必要な場合には、その時のコストも予測する。 

② 公害防止投資をする時 

公害防止投資をする場合の利益を予測し、公

害防止投資をしない時の利益との差額を投資利

益とする。この投資利益に基づいて投資代案の

投資利益を計算し、投資利益率が最大の投資案

を選出する。 

公害防止投資をする場合の工場全体の投資利

益率を求め、それが目標利益率を上回らなけれ

ば、工場の廃止や移転を考える。更に、社会的

費用を織り込んだ設備投資の経済性計算を行う。

このように第１次的には経済性により評価し、

第２次的には経済性の高いものの中から環境法
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規やＩＳＯ規格を遵守する投資案を選出する。 

 

３．総合評価法による経済性計算 

 

環境設備投資の経済性計算は、環境任意投資

では第１的に行われ、環境規制投資では第２次

的に行われるが、何れの場合でも利益還元法の

ほか総合評価法により経済性を評価する方式が

とられる。総合評価法は、企業の複数の目標や

社会的制約の中から、幾つかの中間目標を導き

出し、それに基づいて評価する方法で、効果対

投資法と評価尺度法の２種類がある。これらの

総合評価法はどう実施したらよいか。産業構造

審議会の『企業財務政策』答申書（｢戦略投資の

評価｣）を準用すると（５）、以下のとおりである

（呼称は筆者が追加）。 

 

（１）効果対投資法による経済性計算 

公害防止投資がもたらす効果のうち、企業の

目的（社会的制約を含む）に関係のある項目を

プラス要因（例えば、公害の防止等）と、マイ

ナス要因（例えば、費用の増大）の別に列挙す

る。環境設備投資の効用を主観的に推定した後、

環境設備投資と環境保全効果との比により効果

対投資の比を求め、最後に投資案の選択や順位

付けを行う。この場合効果対投資は、以下の手

順により評価される。 

① 投資有無比較法 

環境設備投資を行った場合に起きると予測さ

れる結果のうち、企業の目的を促進または阻害

すると思われる項目を列挙する。各項目につい

て、設備投資をする場合としない場合との差を

あげ、その利点と欠点の大きさを測定する。 

② 代替案比較法 

 環境設備投資について、基準案と縮小案と拡

大案を示し、どれが効果対投資の比が大きいか

を評価する。 

③ 投資効率比較法 

 同じ目的の環境設備投資案を列挙する。この

中から、同じ効果で投資が少ないものを探し、

次に同じ投資で効果が大きいものを探し、その

うち最善案を採用する。 

④ 投資格付法 

 目的の同じ環境設備投資について、効果と投

資の比を求め、その大きさにより格付けを行う。

目的の異なる環境設備投資との順位付けを行っ

た後、格付けの高いものから並べ、資金の枠に

よって打ち切る。 

 

（２）評価尺度法による経済性計算 

目的が共通のグループ毎に統一的な評価尺度

を設け、それによって評価する。当該評価尺度

は、そのつど設けられることもあるし、規定等

に標準化されていることもある。この場合、評

価尺度は、以下の手順により評価される。 

① 評価点数法 

 環境設備投資の目的や効果で企業目的と関連

のある評価項目をとりあげ、評価項目の達成度

合いに応じて評価できるよう、評価段階を設け

てそれを評価点数にする（例えば、優良は２点、

良は１点、普通は０点、不良は－１点、非常に

不良は－２点とする）。次いで、各評価項目の重

要度に応じて順位をつけ、当該順位に応じてウ

ェート（合計は 100）を付する。 

② 評価段階法 

 環境設備投資案のもたらす効果を予測し、評

価表に記入する。投資案が複数ある場合には、

評価項目毎に投資案の相互に順位を付け、それ

を参考に何れかの評価段階（例えば、優良、良、

普通、不良、非常に不良）に記入する。 

③ 加重点数法 

 評価点数にウェートを掛け、ウェート付けさ
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れた点数を合計する。 

④ 効果対投資比較法 

 評価点数と設備投資額の比により、効果対投

資の比を求める。先ず投資規模（大規模、中規

模、小規模）別に各投資案の比を比較し、最も

有利な投資規模を定める。次いで、他の投資案

と比較して、効果対投資の比の高い投資案を選

出する。 

何れの場合でも、環境任意投資については、

第１次的には経済性により評価し、第２次的に

は経済性の高いものの中から法規やＩＳＯ規格

を遵守する投資案を選出する。 

 

Ⅱ 環境保全のためのコストマネジメ

ント 

 

環境設備が完成すれば、当該環境設備を使用

して事業活動が展開され、環境コストの管理が

実施される。その場合に活用される環境保全の

ためのコストマネジメントが、環境コストマネ

ジメント（ environmental cost management ）

である。その管理手法としては、近年、環境品

質原価計算、環境原価企画、環境ライフサイク

ルコスティングが特に注目を集めつつある。 

 

１．品質原価計算による環境コストの

管理 

 

（１）環境品質コストとその原価計算 

① 伝統的品質原価計算上の品質コスト 

米国で誕生した品質管理（ＱＣ）は、わが国

に渡り総合的品質管理（ＴＱＣ）として開花し

たが、伝統的品質管理では専ら現場管理が重視

されてきた。ところが、その後品質管理は原価

と極めて密接な関連が存することが判明し、品

質原価計算（quality costing ）が誕生した。

品質原価計算で対象とする品質コストは、ＩＭ

Ａの Statements of Management Accounting（西

澤脩訳『ＩＭＡの原価管理指針』）によれば、次

のように定義される（６）。 

「品質コストとは、企業が全社の品質に費や

した金額を測定したもので、製品（サービス

を含む）を生産し販売した実際原価と、製造・

使用過程で失敗が無かった場合のコストとの

差額をいう。」 

品質原価計算では、予防―評価―失敗

(Prevention-Appraisal-Failure：Ｐ-Ａ-Ｆ）の

サイクルに対応し、品質コストは次のように分

類される（図表２の上部右半分を参照）。 

ａ 適合コスト（任意コストとも称される） 

・予防コスト：顧客要件を満たしていること

を保証するためのコスト 

・評価コスト：作業工程で顧客要件に合う製

品を生産していることを保証するためのコ

スト 

ｂ 不適合コスト（失敗コストとも称される） 

・内部失敗コスト：顧客要件を満たせなかっ

たために生ずるコスト 

・外部失敗コスト：外部顧客の要件を満たせ

なかったために生ずる喪失利益 

② 環境品質原価計算上の品質コスト 

 伝統的品質原価計算では、専ら製品の製造が

対象とされるにすぎなかったが、環境時代の昨

今では環境保全にも活用することが要請される

ようになった。これが環境品質原価計算

( environmental quality costing )で、経済産

業省の『環境管理会計手法ワ－クブック』によ

れば（７）、環境コストは以下のように分類され定

義される。 

ａ 環境予防（原文の「保全」を「予防」と読

み替えた）コスト・・・環境問題の発生を予

防し、将来の支出を減少させる目的で、事前 
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図表２ 環境品質コストとその原価管理 

環境品質原価計算 品質原価計算 

    

    

    

環
境
品
質
コ
ス
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の
分
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環境品質コストの種類 環境品質コストのトータル管理 

    

    

    

環
境
品
質
コ
ス
ト
の
管
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に支出される費用（公害対策費、リサイクル

対策費等） 

ｂ 環境評価コスト・・・企業活動が環境に及

ぼす影響をモニタ－したり、環境に重大な影

響を及ぼす製品が設計・開発・出荷されるこ

とのないよう点検し検査するための費用（毒

性試験費、検査費等） 

ｃ 内部負担環境ロス・・・環境保全対策や検

査等が不十分であるために、企業が被る損失

（廃棄物処理費、汚染処理費等） 

ｄ 外部負担環境ロス・・・環境保全対策や検 

 

査等の不備により、地域社会や住民が被る損

失（大気汚染や水質汚濁等、現時点で負担者

が特定できない環境負荷） 

 ＩＭＡのコスト分類と比較してみると、環境

予防コストと環境評価コストは環境適合（任意）

コストに、また内部負担環境ロスと外部負担環

境ロスは環境不適合コスト（失敗）コストに、

それぞれ統合することができる。環境適合コス

トと環境不適合コストの総額が、環境品質コス

トである（図表２の下部左半分を参照）。 

 

環
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（２）環境品質コストのトータルコスト管理 

上記のように環境品質コストには、環境適合

コスト（環境予防コスト、環境評価コスト）と

環境不適合コスト（内部負担環境ロス、外部負

担環境ロス）に細分されるが、各コストは環境

品質管理水準によりいかなる原価態様を示すで

あろうか（図表２の下部右半分を参照）（８）。 

① 環境品質コストのトレードオフ分析 

 環境品質管理水準を向上させると、環境予防

コストと環境評価コストは共に増加し、環境適

合コストの総額は増大し続ける。しかし、その

反面、環境品質管理水準の向上に伴い、内部負

担環境ロスと外部負担環境ロスは共に減少し、

環境不適合コストの総額は大幅に減少し続ける。

このような二律背反的関係がコスト・トレード

オフであり、その原価態様を分析するのがコス

ト ト レ ー ド オ フ 分 析 （  cost trade-off 

analysis ）である。つまり、環境品質コストに

ついてコストトレードオフ分析を試みると、環

境適合コストと環境不適合コストの間にコスト

トレードオフ（二律背反）の現象が見出される。 

② 環境品質コストのトータルコストアプロー

チ  

 コストトレードオフ分析の結果、環境適合コ

ストと環境不適合コストの間にトレードオフ現

象が見出される場合には、たとえ環境適合コス

トを追加しても環境管理水準の向上を図るのが

よいか、それとは逆に、たとえ環境管理水準が

低下しても環境適合コストの増大を抑制すべき

であろうか。その決め手は、環境適合コストか

環境不適合コストか、何れか一方的な増減では

なく、両コストの総額であるトータルコストが

増加するか減少するかにある。これがトータル

コストアプローチ（ total cost approach : Ｔ

ＯＣ）である。ＴＯＣによると、図表２に図示

したように、環境品質管理水準を高めて行くと、

両者のトータルコストである環境品質コストは、

放物線を描いて低減しやがて反騰してゆく。こ

のため、環境品質コストが最低となる環境品質

管理水準が、環境コスト管理の最適水準となる

ことが知られる。 

 

２．原価企画による環境コストの管理 

 

（１）原価維持・原価改善から原価企画へ 

環境コストマネジメントの重点が、製造・販

売・物流からその前段階の商品企画および商品

開発に移行するに伴い、環境コストの管理手法

も現製品の原価維持および原価改善から新製品

の原価企画に管理の重点が移動した（図表３を

参照）。 

① 標準原価による環境原価維持 

現製品に係る製造・販売・物流の各段階を対

象とし、大量生産体制下で環境コストの原価低

減を図るのが、環境原価維持である。環境原価

維持では原価目標としてまず標準原価を設定す

る。標準原価は、現在の製造・販売・物流体制

の基で達成されるであろう will be の原価では

なく、達成すべき should be の原価である。標

準原価の設定後は、標準原価と実際原価の差異

を分析し、差異の発生原因に基づき冗費の節減

に努めるが、現在の製造・販売・物流体制その

ものを改善することまでは対象としない。この

ような枠内で環境コストの低減が図られる。 

② 許容原価による環境原価改善 

環境原価維持と同じように、現製品の製造・

販売・物流の各段階を対象とし、大量生産体制

下で利益管理を図るのが、環境原価改善である。

しかし、環境原価維持と異なり環境原価改善で

は、現製造・販売・物流体制そのものの改善を

図るため、一定の制約条件下で許容可能な上限

の原価が許容原価とされる。例えば、利益計画
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図表３ 環境原価企画とその進め方 

新製品の開発 現製品の維持・改善 
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によって利益目標が売上総利益率は 30％、営業

利益率は 10％と決定される場合には、売価 10

万円の製品については許容製造原価が７万円

（10－３万円）、許容営業費は２万円（３－１万

円）と逆算され、その枠内で環境コストの低減

が要請される。 

③ 目標原価による環境原価企画 

前２者の環境原価維持や環境原価改善とは異

なり、環境原価企画では、新製品の商品企画お

よび商品開発段階を対象とし、利益管理の一環

として原価の作り込みが行われる。環境原価企

画の原点をなす“原価企画”は、トヨダ自動車

が創案した原理であるため、本来の英語名は存

しない。しかし、原価企画では目標原価（target 

costs）の作り込みがその焦点となるところから、

海外では、target costing と呼ばれている。 

 

（２）環境原価企画の意義と対象 

上述したように、新製品の商品企画・開発段 

階における原価管理が原価企画であり、環境保

全を目的とした原価企画が環境原価企画である。 

① 環境原価企画の意義 

日本会計研究学会の特別委員会が提示した原

価企画の定義（９）を準用すれば、環境原価企画は

次のように定義することができる。 

｢環境原価企画とは、開発設計しようとしてい
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る新製品の仕様が技術性と経済性からみて、

環境保全目的に適った製品を設計、製造、販

売、使用、廃棄されるよう設計する一連の考

え方や技法とその活動のことをいう。｣ 

このような環境原価企画では、開発設計に着

手する前にまず環境コストについて目標原価を

設定し、その範囲内で設計を行う。その結果を

原価見積することによって評価し、この目標原

価が未達成ならば原価改善を繰り返す方式がと

られる。 

② 環境原価企画の対象 

環境原価企画の最大課題は、環境保全目的に

適った製品をいかに設計するかにある。環境保

全目的に適った製品を環境製品（environmental 

conscious products ）といい、次のものがある

（1０）。 

ａ リサイクル（再生）が容易な製品 

ｂ リユース（再使用）が容易な製品 

ｃ ごみや廃棄物を減量した製品（ゼロエミ

ッシオン化や生分解性商品等のように廃

棄物処理を容易にする製品） 

ｄ 省エネルギー化を図った製品 

ｅ 省資源化を図った製品 

ｆ 高寿命化を図った製品 

ｇ 安全性を確保し健康を保持するため製品 

 

（３）環境目標原価の定義と設定 

環境原価企画では、開発設計に着手する前に

まず環境目標原価を設定し、その範囲内で設計

を進める。環境原価企画で設定する環境目標原

価（environmental target costs）は、次のよ

うに定義することができる（9）。 

｢環境目標原価とは、新製品の開発において、

環境保全に適合する品質・価格・信頼性・納

期等の目標を達成し、同時に中・長期利益計

画等で設定される目標利益を実現するために

達成されるべき環境コストの目標である。｣ 

このような環境目標原価は、事業の流れに即

応し以下の手順により設定される（図表３の下

部を参照）(11)。 

① 環境目標原価の算出 

環境製品について、商品企画を実施しその結

果として目標原価を算出する。これが｢環境製品

のコンセプト作り｣で、予め長期および中期の環

境保全計画と利益計画を表明することがその前

提となる。環境保全と利益確保は、ややもする

と乖離する傾向があるが、いかにして両者を調

整し調和させるかが重視される。かくして環境

保全を重視した目標利益を中心に販売価格と利

益率が決定されれば、それを達成するための環

境目標原価が算出される。 

② 環境目標原価の細部割付け 

 かくして設定された環境目標原価は、機能別

→部品別→担当者別等に細部割付けが行われる。

これが｢環境製品のコンセプトの吹き込み｣であ

る。環境目標原価は機能別から部品別に、さら

に担当者別から要素別に分解され、その過程を

通じて製品コンセプトが組織の隅々まで吹き込

まれる。そのため、環境原価企画では、環境製

品の構想設計から基本設計へ、さらに詳細設計

から工程設計へと細部割付けが進められる。 

③ 環境目標原価の決定 

このように細部割付された環境目標原価につ

いて、最後に、内容の評価と検討が行われる。こ

れが｢環境製品のフォローアップ｣で、環境目標原

価を見直し環境計画および利益計画を実現でき

ないときは、更なるコストダウンが図られる。例

え目標原価が実現できる場合でも、そのコストレ

ベルを量産プロセスでも維持するため、原価維持

および原価改善が続行される。 
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３．ＬＣＣによる環境コストの管理 

 

（１）製品ライフサイクルコストの管理 

① 製品製造のライフサイクルコスト 

人の一生は“揺り駕籠から墓場まで”続くよ

うに、製品製造のライフサイクル（製品寿命）

は、サプライヤーの資源採取→原材料加工から

始まり、メーカーの製品製造→製品販売→製品

物流を経て、ユーザーの製品使用→製品廃棄で

全過程を終結する。これらの各段階で発生する

のがライフサイクルコスト（life-cycle costs）

で、サプライヤーの資源採取コストと原材料加

工コスト、メーカーの製造原価・販売費・物流

費、ユーザーの使用コストと廃棄コストの総計

が、ライフサイクルコストに包括される（図表

４の上部を参照）。 

② 製品ライフサイクルコスティング 

伝統的な原価管理では、専らメーカーを対象

とし製造原価や販売費・物流費等を管理するに

すぎなかったが、近年のコストマネジメントで

はサプライヤーのコスト管理やユーザーのコス

ト管理も対象とされ、コストマネジメントの領

域が拡張された。このような製品の全ライフサ

イクルに亘る原価計算ないし原価管理がライフ

サイクルコスティング（ life-cycle costing : 

ＬＣＣ ）にほかならない。 

 

（２）環境ライフサイクルコスティング 

環境保全時代の到来により、環境コストにつ

いてもライフサイクルコストが重視されるよう 

になった。そのために行われるのが環境ライフ

サ イ ク ル コ ス テ ィ ン グ （ environmental 

life-cycle costing : ＥＬＣＣ）である。ＥＬ

ＣＣは、メーカーを中核として展開され、メー

カーの環境コストにサプライヤーおよびユーザ

ーの環境コストも合算し、その総額について環

境コストが管理される（図表４の下部を参照）。 

① メーカーの環境コスト管理 

 メーカーの環境コストについては、環境省の

『環境会計ガイドライン』に準拠して算定し公

開することが要請される。その 2005 年版を準用

すれば（12）、環境コストの主体をなす事業エリア

内の環境コストと上・下流の環境コストは、以

下のように分類され管理される。 

ａ 事業エリア内の環境コスト管理・・・主た

る事業活動により事業エリア内で生じる次

の環境コストが「事業エリア内の環境コス

ト」である。このような環境コストを測定し

公開し低減することが、環境コスト管理の主

体となる。 

・公害（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒

音、震動、悪臭、地盤低下等）を防止する

ためのコスト 

・地球環境保全（地球温暖化防止、省エネル

ギー、オゾン層破壊防止）のためのコスト 

・資源循環（資源の効率的使用、廃棄物のリ

サイクル・処理・処分）のためのコスト 

ｂ 上・下流の環境コスト管理・・・事業エリ

アに財やサ－ビスを投入する前の領域（上流

域）と後の領域（下流域）で発生する次の環

境コストが、「上・下流の環境コスト」である。 

・ 環境負荷の低減に資するグリーン購入代

と通常価格との差額 

・ 環境物品を提供するための追加的コスト 

・ 包装容器の低環境負荷化のための追加的

コスト 

・ 製品の回収、リサイクル、再商品化、適

正処理のためのコスト 
このようなメーカーの環境コスト管理のため

にマテリアルフローコスト会計が実施されるが、

この点に関しては次節Ⅲの２で改めて詳述する。 



62 

図表４ 環境ライフサイクル・コストとその管理 

業者 サプライヤー メーカー ユーザー 
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② サプライヤーの環境コスト管理 

サプライヤーの環境コストには、資源採取コ

ストと原材料加工コストがある。サプライヤー

の環境コストの詳細は、販売先のメーカーには

不明で、その管理は殆ど困難である。しかし、

メーカーが購入先のサプライヤーから調達した
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マテリアルフローコスト会計 
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原材料に対しては、支払代金が原材料費の科目

で計上されるので、製造原価の中から原材料費

を抽出すれば、原材料の総額は探知することが

できる。特に当該サプライヤーが環境コストを

公開しているときは、同社の『環境報告書』か

ら環境コストがある程度は推定できる。このた

め、環境コストの少ない原材料を購入するよう

努めれば、メーカーとしても環境保全に貢献す

ることができる。 

③ ユーザーの環境コスト管理 

ユーザーの環境コストには、製品使用コスト

と製品廃棄コストが含まれる。このようなユー

ザーの環境コストはメーカーには全く不明であ

る。いわんや製品の使用・廃棄により第三者や

社会全体が被る公害の被害額は、企業会計の対

象外で測定が不能である。これらのコストは社

会的コスト（social costs）に属するので、新

たに社会会計（ social accounting ）を開発し、

マクロの環境コストを把握することが今後の重

要課題となる。 

 

Ⅲ 環境保全のためのマテリアルフロ

ー管理 

 

環境保全のためのマテリアルフロー管理が、

環境マテリアルフロー管理（environmental  

material flow  management : ＥＭＦＭ）であ

る。ＥＭＦＭでは、エコバランスによりマテリ

アルフロー（ストックを含む）を物量管理した

後、マテリアルフローコスト会計によりコスト

管理が行われ、活動基準原価計算（ＡＢＣ）が

活用される。 

 

１．マテリアルフローの物量的管理手

法 

 

（１）エコバランスの意義と内容 

 資源の採取から製品の廃棄に至る全ライフサ

イクルに亘って、マテリアルの環境負荷が環境

に及ぼす影響を分析し評価することも重要であ

る。これがライフサイクルアセスメント

（ life-cycle assessment : ＬＣＡ）で、ここ

ではマテリアルフローの物量管理が行われる。

その管理手法がエコバランス（マスバランスま

たはマテリアルバランスとも別称される）であ

る。 

 1990 年代後半にドイツで誕生した当時はドイ

ツ語でエコビランツ（Ӧkobilanz）と称されてい

たが、欧米に渡つてからは英語でエコバランス

（ecobalance ）と呼ばれるようになった。この

ようなエコバランスは、エコロジーの観点から

資源のインプットとアウトプットを物量（数量、

重量、容積等の物理的単位）で測定し、両者を

相互に対比して表示した対照表のことをいう。

エコバランスに計上される資源のインプットお

よびアウトプットには、次のものがある（図表

５の上部を参照）。 

ａ 資源のインプット・・・インプットされる

マテリアには、原材料（原料、材料等）、エネ

ルギー（電気、ガス等）および用水（水道等）

の３種がある。 

ｂ 資源のアウトプット・・・アウトプットさ

れる産出物には、良品（製品、包装品等）と

排出物（廃棄物、排水、排気ガス、熱・騒音

等）の２者がある。 

 インプットされるマテリアとアウトプットさ

れる良品（正の製品）との差が排出物（負の製

品）であり、これをいかに算出し削減するかが、

エコバランスの最大課題となる。 

 

（２）エコバランスとしてのマスバランス 

 経済産業省の『環境管理会計手法ワ－クブッ 
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図表５ マテリアルフローの物量・金額管理 

エコバランス 
         
 インプット物量 アウトプット物量   
 

マテリアル 物量 アウトプット 物量 
  

 
原材料 XXトン

  

 
エネルギー XXトン

良品（正の製品） XXトン
  

 
用水 XXトン

 
 
（負の製品） 

XXトン

  

マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
の
物
流
管
理 

            
 

         
 インプットコスト アウトプットコスト   
 マテリアルフ

ローコスト 
金額 産出物コスト 金額 

  

   
 

マテリアル 
コスト 

XX 円 
  

 

良品の製造原価 XX 円 

  
 

システム 
コスト 

XX 円 
  

   
 

配送・処理 
コスト 

XX 円 

排出物の 
XX 円 

  

マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
の
金
額
管
理 

         
（注）マテリアルストックがない場合を図示。 
 

ク』は、エコバランスをマスバランスと呼び、 

次のように定義している（13）。 

｢マスバランスとは、一般に企業の外部からイン

プットされた物資を物資名と物量で把握・表記

し、他方それに対して企業から外部へアウトプ

ットされた物資と物量を把握・表記する対照表

のことである。｣ 

マスバランスは、いわば物資の収支一覧表の

ことであり、製造工程を幾つかの物量センター

（例えば、化学工業では、混合、分散、溶解、

濾過、充填等）に大別し、各センター別にイン

プットされるマテリアルと、アウトプットされ

排出物

原料 
材料 

電気 
ガス 

水道 

品目 

製品 
包装品 

廃棄物 
排水 

熱・騒音 
排 気 ガ ス

生産物 

マテリアルフローコスト会計 

費目 

原材料費 
エネルギー費 

用水費 

人件費 
減価償却費
資本コスト

配送費 
処理費 

マテリアル 
ロス 

製品 
包装品 

廃棄物分 
排水分 
排気ガス分 
熱・騒音分 
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る良品および排出物の物量を表記する。エコバ

ランスの管理では、そのうち排出物の管理が最

重視される。国際連合の『環境管理会計』は、

廃棄物、排水、排気ガス、熱・騒音等を残余廃

棄物（ residual substances ）と呼称している

が（14）、その名称は難解なので｢排出物（廃棄物

等）｣と改称し、廃棄物のほか排水、排気ガス、

熱・騒音等を含めた総称とすることにする。 

 

（３）エコバランスとしてのマテリアル

バランス 

 

 他方、環境省の『環境報告ガイドライン』は、

『環境報告書』に記載する基本的項目の１つと

して｢事業活動のマテリアルバランス｣を挙げ、

エコバランスをマテリアルバランスと呼称して

いる（15）。マテリアルバランスでは、環境負荷を

低減するため、事業活動における物資やエネル

ギー等のインプット、アウトプットの内容とし

て次のものを列挙している。 

ａ インプット物量・・・総エネルギー投入量、

総物資投入量、水資源投入量 

ｂ 事業エリア内のアウトプット物量・・・総

製品生産・販売量、温室効果ガス排出量、大

気汚染・生活環境に係る負荷量、化学物資の

排出・移動量、廃棄物等の総排出量・最終処

分量、総排水量 

ｃ 事業エリア外のアウトプット物量・・・輸

送に係るＣＯ２（二酸化炭素）排出量、ＮＯ

ｘ（硫黄酸化物）・ＰＭ（粒子状物質）排出

量、 

  包装・梱包等の廃棄物総排出量 

 

２．環境マテリアルフローコストの会

計 

 

 マテリアルフローの物量管理に基づいてマテ

リアルフローの貨幣的管理が行われる。マテリ

アルフローの貨幣的管理がマテリアルフローコ

スト会計（ material flow costing : ＭＦＣ）で

あり、マテリアルについて物量で把握されたマ

テリアルフローに単価を乗じてコストの形で表

示される(図表５の下部を参照)。 
 
（１）マテリアルフローコスト会計 
 
ＭＦＣは、『環境管理会計手法ワ－クブック』

を準用すれば（16）、次のように意義づけることが

できる。 
｢ＭＦＣとは、投入された原材料（主原料・補

助材料の区別なくすべてマテリアルと総称す

る）をコストで把握し、マテリアルが企業内

若しくは製造プロセス内をどのように移動す

るかを追跡する。その測定対象として、最終

製品（良品）を構成するマテリアルではなく、

良品を構成しないロス（無駄）分に注目し、

ロスを発生場所別に投入された材料名とコス

トで記録し、価値評価する手法である。そし

て、このロス分をマテリアルロスと呼び、マ

テリアルロスを削減することで、環境負荷を

低減しコストの削減を同時に達成することが

目的とされる。｣ 

この定義からＭＦＣには、次の特質が存する

ことが知られる。 

ａ インプットコスト・・・まずインプットさ

れるマテリアル（原材料・ネルギーおよび用

水）をコストの形で把握する。 

ｂ マテリアルコスト・・・次にマテリアルが

企業内（若しくは製造プロセス内）を移動す

る際のマテリアルフローを物量センター毎に

コストの形で追跡する。これが、マテリアル

フローコストである。 
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ｃ マテリアルロス・・・最後にアウトプット

される製品を、正の製品である良品と、負の

製品である排出物（廃棄物等）に大別し、そ

れらのコストを把握する。前者が良品コスト

（製造原価）であり、後者がマテリアルロス

である。 

ｄ ＭＦＣの目的・・・マテリアルロスの削減

と環境負荷の低減を共に図ることが、ＭＦＣ

の二大目的とされる。 

 

（２）マテリアルフローのインプット計算 

 ＭＦＣでは、マテリアルフローコスト

(material flow costs )をマテリアルコスト、

システムコストおよび配送・処理コストに３分

類し集計する。 

① マテリアルコスト（ material costs ） 

 マテリアルフローコストの主体（約６割内外）

をなすのがマテリアルコストで、原材料費、エ

ネルギー費および用水費の３種類がある。 

ａ 原材料費・・・直接材料費（主要材料費、

買入部品費）のほか、間接材料費（補助材料

費、工場消耗品費、消耗工具器具備品費）も

含まれる。 

ｂ エネルギー費・・・支払電力料や自家発電

費、支払ガス代や自家ガス発生費、各種燃料

費（石炭代・石油代・薪代）等が含まれる。 

ｃ 用水費・・・支払水道料等のほか、自家用 

水費も含まれる。 

これらのコストは、コストセンター毎に物量

に単価を乗じて各コストを算出し集計する。 

② システムコスト（ system costs ） 

 システムコストは、製造原価のうちマテリア

ルコストと配送・処理コスト以外のものを指す。

人件費、減価償却費、資本コストがこれで、物

流センター毎に集計する。 

ａ 人件費・・・直接労務費（直接賃金）のほ

か間接労務費（間接作業賃金、間接工賃金、

給料、従業員賞与、退職給与引当金繰入額、

福利厚生費等）も含まれる。 

ｂ 減価償却費・・・建物、構築物、機械装置、

車両運搬具等の有形固定資産の減価償却費が

ある。 

ｃ 資本コスト・・・現在使用中の資本に要す

るコストが資本コストで、負債利子と自己資

本利子（付加原価）の加重平均コストが使用

される。 

③ 配送・処理コスト（ delivery or disposal  

costs ） 

 環境保全の観点からは、配送・処理コストの

管理が重視されるので、配送コストと処理コス

トはシステムコストとは別に管理される。 

ａ 配送コスト・・・固形廃棄物に係わる配送

の費用（支払運賃・料金のほか自家配送費を

含む） 

ｂ 処理コスト・・・排出物（固形廃棄物、排

水、排気ガス、熱・騒音）の処理コストが含

まれる。 

これらのコストは、配送センター（集配セン

ター、物流センターまたは流通センター）や排

出物処理センター（焼却炉や排水処理施設）の

コストとして集計される。 

 

（３）マテリアルフローのアウトプット計算 

 ＭＦＣでは、アウトプットされる製品のコス

トは、良品の製品原価とマテリアルロスの別に

分類され集計される。 

① 良品の製品原価（ product costs ） 

 正の製品である良品の製品原価は、製品（主

製品・副製品）や包装品（包装容器・包装資材）

を製造するための原価で、製品原価と包装品原

価がある。これらの製造原価は、企業会計審議

会の『原価計算基準』に準拠して算出される（17）。 



環境管理会計の貨幣的管理手法 67 

② マテリアルロス（ material loss ） 

 伝統的原価計算では専ら良品の製造原価計算

が対象とされてきたが、ＭＦＣではマテリアル

ロスを計算し把握し管理することが主眼となる。

マテリアルロスは、負の製品である排出物（廃

棄物等）に係るコストで、固形廃棄物（不良品、

スクラップ、裁断クズ、廃棄品、損傷品等のコ

スト）のほか、排出物（廃棄物、排水、排気ガ

ス、熱・騒音等）のコストがある。これらの廃

棄物ロス、排水ロス、排気ガスロス、熱・騒音

ロス等は、物量センター（または排出物処理セ

ンター）別に集計し算出される。 

このため、マテリアルロス計算では、物量セ

ンター毎に、当期に投入したマテリアルフロー

コストに期首在庫額を加算した総コストから、

良品の製造原価と期末在庫額を控除し、差額と

してマテリアルロスの総額を算出する。 

 

３．ＡＢＣによるマテリアルフローコ

スト会計 

 

ＭＦＣの問題点は、物量センター毎に集計さ

れた製造原価の総額を、良品の製品原価とマテ

リアルロスにどのように区分するかにある。伝

統的原価計算では操業度を基準として総コスト

を一括配賦するに過ぎない。しかし、配賦の恣

意 性 を 排 除 す る に は 活 動 基 準 原 価 計 算

（ activity-based costing : ＡＢＣ）を活用

し、原価作用因に基づいて総コストを個別割当

することが望まれる。 

 

（１）活動基準原価計算の意義と特質 

 ＩＭＡによれば、「ＡＢＣとは、実施する企業

活動を識別し、企業活動に要する活動原価を集

計し、各種の原価作用因を使用して活動原価を

製品等に割当てる原価管理の一方式である。」（18）。

この定義からＡＢＣは、伝統的原価計算に比し

次の特質を有していことが知られる。 

ａ 伝統的原価計算では、原価を費目別→部門

別→製品別に計算するに過ぎないが、ＡＢＣ

では費目別→部門別→活動別→製品別に計算

する。ここに「活動」とは、特定のニーズを

満たすために実施するプロセスをいい、資源

を消費する作業単位を表す。 

ｂ 企業活動に要する原価が「活動原価」

（activity costs）であり、原材料費以外の

総ての加工費がこれに該当する。このような

活動原価を集計することが、ＡＢＣの第１歩

となる。 

ｃ 伝統的原価計算では、生産操業度に基づい

て配賦するが、ＡＢＣでは、新たに原価作用

因（cost drivers）を使用して割当てる。こ

こに原価作用因とは、企業活動に作用を及ぼ

す経営資源の消費量を示す尺度である。例え

ば、原材料費は使用重量等、人件費は加工時

間等、配送費は配送量等が原価作用因として

使用される。 

ｄ 伝統的原価計算では、単一の配賦基準で一 

括して原価配賦するに過ぎないが、ＡＢＣで

は、各種の原価作用因で原価割当を行う。こ

こに原価割当（cost assignment）とは、各種

の原価を一括せず、各原価の費目毎に原価作

用因を識別して、当該原価作用因で原価を割

当てることをいう。 

 

（２）マテリアルフローコストのＡＢＣ 

上述したＡＢＣを活用したマテリアルフロー

コスト会計（ＭＦＣ）が「ＡＢＣによるＭＦＣ」

で、以下のステップによりマテリアルフローコ

ストの計算が進められる（図表６の上部を参照）。

① マテリアルフローコストの費目別計算 

 ＭＦＣの第１ステップは、マテリアルフロー 
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図表６ ABC によるマテリアルフローコスト会計 

費用別計算 部門別計算 活動別計算 製品別計算 

直接材料費 
第 1物量センター

マテリアル加工コスト
良品（正の製品）コスト 

直接労務費  システム運用コスト 
 

Ａ
Ｂ
Ｃ
の
フ
ロ
ー 

製造間接費 
第 2物量センター

配送・処理コスト 
 

 

 

活動別コスト 原価作用因 
第 1物流

センター

第 2物流 

センター 
合計 

大分類 小分類 物量 単位 良品 ロス 良品 ロス 良品 ロス 

原材料費 使用重量 Kg x x x x xx xx 

エネルギー費 消費量 Kw x x x x xx xx 
マテリアル 

加工コスト 
用水費 使用容積 Kl x x x x xx xx 

人件費 加工時間 時 x x x x xx xx 

減価償却費 設備金額 円 x x x x xx xx 
システム 

運用コスト 
資本コスト 資本金額 円 x x x x xx xx 

配送費 配送量 T・Km x x x x xx xx 配送・処理 

コスト 処理費 処理量 Kg x x x x xx xx 

Ａ
Ｂ
Ｃ
の
計
算
表 

総コスト 合計   xx xx xx xx xx xx 

 

コストを費目別（形態別）に分類し計算するこ

とで、例えば次の各費目別に集計される。 

ａ 直接材料費・・・製品の製造に直接に消費

される主要原材料費、買入部品費 

ｂ 直接労務費・・・製品の製造に直接に消費

される直接賃金 

ｃ 製造間接費・・・製品の製造に間接に消費

される間接原料費、間接労務費、経費 

② マテリアルフローコストの部門別計算 

 ＭＦＣの第２ステップはマテリアルフローコ

ストを部門別（機能別、センター別）に分類し

計算することで、例えば、次の各部門別に集計 

 

される。 
ａ 第１物量センター費・・・第１工程（Ａ機 

能別、配送センター別）費 
ｂ 第２物量センター費・・・第２工程（Ｂ機

能別、処理センター別）費 

ｃ その他のセンター費・・・第３工程（Ｃ機

能別、管理センター別）費 

③ マテリアルフローコストの活動別計算 

 ＭＦＣの第３ステップは、マテリアルフロー

コストを活動別（アクティビティ別）に分類し

計算することで、このため原価作用因が使用さ

れる。活動別コストおよび原価作用因の一例を

マテリアルロス 

（負の製品コスト） 
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挙げれば、次のとおりである。 

ａ マテリアル加工コスト・・・マテリアルコ

ストのうち、原材料費は使用重量（kg）等、

エネルギー費は消費量（kw）等、用水費は使

用容積（kl）等で割当てる。 

ｂ システム運用コスト・・・システムコスト

のうち、人件費は加工時間等、減価償却費は

設備金額等、資本コストは使用資本金額等で

割当てる。 

ｃ 配送・処理コスト・・・配送・処理コスト

のうち、配送コストは配送量（T･km）等、処

理コストは処理量（kg）等で割当てる。 

④ マテリアルフローコストの製品別計算 

 ＭＦＣの第４ステップは、マテリアルフロー

コストを製品別（またはその他の原価計算対象

別）に分類し計算することで、次の製品別に集

計される。 

ａ 良品（正の製品）コスト・・・製品（甲製

品、乙製品、丙製品）原価、包装品原価を集

計する。 

ｂ マテリアルロス（負の製品コスト）・・・マ

テリアルロスのうち、廃棄物分、排水分、排気

ガス分、熱・騒音分を集計する。 

 上述した「ＡＢＣによるＭＦＣ」は、図表６

の下部に図示したＡＢＣ計算表により所要の原

価計算を実施することが推奨される。
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